
【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産      71,479,007,254 　固定負債      26,098,934,645

　　有形固定資産      68,656,570,900 　　地方債      23,157,350,205

　　　事業用資産      32,044,843,260 　　長期未払金          19,495,440

　　　　土地      11,844,489,755 　　退職手当引当金       2,922,089,000

　　　　立木竹       2,007,359,010 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物      40,966,021,893 　　その他                  －

　　　　建物減価償却累計額    △24,779,270,989 　流動負債       2,804,610,591

　　　　工作物       5,364,536,647 　　1年内償還予定地方債       2,313,504,960

　　　　工作物減価償却累計額     △3,920,917,408 　　未払金           7,695,216

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金         231,416,755

　　　　航空機                  － 　　預り金         251,993,660

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他          26,652,240 負債合計      28,903,545,236

　　　　その他減価償却累計額         △7,142,800 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定         543,114,912 　固定資産等形成分      75,181,217,503

　　　インフラ資産      36,311,419,107 　余剰分（不足分）    △27,838,537,756

　　　　土地         180,293,482

　　　　建物       3,972,798,161

　　　　建物減価償却累計額     △3,551,961,232

　　　　工作物     119,103,118,009

　　　　工作物減価償却累計額    △84,085,434,448

　　　　その他          12,947,000

　　　　その他減価償却累計額         △1,294,700

　　　　建設仮勘定         680,952,835

　　　物品       1,514,772,824

　　　物品減価償却累計額     △1,214,464,291

　　無形固定資産          95,281,522

　　　ソフトウェア          95,281,522

　　　その他                  －

　　投資その他の資産       2,727,154,832

　　　投資及び出資金         365,682,262

　　　　有価証券          53,707,947

　　　　出資金         311,974,315

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金         △3,319,794

　　　長期延滞債権          84,800,183

　　　長期貸付金          45,386,400

　　　基金       2,240,460,296

（単位：円）

科目 金額

一般会計等貸借対照表
（令和3年03月31日 現在）

一般会計等

科目 金額



　　　　減債基金                  －

　　　　その他       2,240,460,296

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金         △5,854,515

　流動資産       4,767,217,729

　　現金預金         902,014,953

　　未収金          55,154,019

　　短期貸付金          98,250,002

　　基金       3,603,960,247

　　　財政調整基金         872,947,699

　　　減債基金       2,731,012,548

　　棚卸資産         112,870,080

　　その他                  －

　　徴収不能引当金         △5,031,572 純資産合計      47,342,679,747

資産合計      76,246,224,983 負債及び純資産合計      76,246,224,983

（単位：円）

科目 金額

一般会計等貸借対照表
（令和3年03月31日 現在）

一般会計等

科目 金額



経常費用                 24,227,633,575

　業務費用                 11,061,038,947

　　人件費                  3,663,123,414

　　　職員給与費                  2,554,031,315

　　　賞与等引当金繰入額                    231,416,755

　　　退職手当引当金繰入額                    222,631,189

　　　その他                    655,044,155

　　物件費等                  7,160,381,422

　　　物件費                  4,339,339,083

　　　維持補修費                     91,108,845

　　　減価償却費                  2,729,933,494

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                    237,534,111

　　　支払利息                    135,232,505

　　　徴収不能引当金繰入額                      2,682,965

　　　その他                     99,618,641

　移転費用                 13,166,594,628

　　補助金等                  8,090,410,829

　　社会保障給付                  3,649,641,557

　　他会計への繰出金                  1,413,518,724

　　その他                     13,023,518

経常収益                  1,334,874,693

　使用料及び手数料                    980,235,466

　その他                    354,639,227

純経常行政コスト                 22,892,758,882

臨時損失                     35,874,536

　災害復旧事業費                     35,596,333

　資産除売却損                        278,203

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                     90,240,667

　資産売却益                     90,240,667

　その他                             －

純行政コスト                 22,838,392,751

一般会計等行政コスト計算書
自 令和2年04月01日

（単位：円）

一般会計等

至 令和3年03月31日

科目 金額



75,630,311,770 △27,899,611,94847,730,699,822前年度末純資産残高

△22,838,392,751△22,838,392,751　純行政コスト（△）

22,609,987,81322,609,987,813　財源

13,486,773,44313,486,773,443　　税収等

9,123,214,3709,123,214,370　　国県等補助金

△228,404,938△228,404,938　本年度差額

△289,479,130 289,479,130　固定資産等の変動（内部変動）

2,379,733,580 △2,379,733,580　　有形固定資産等の増加

△2,730,211,697 2,730,211,697　　有形固定資産等の減少

1,643,678,171 △1,643,678,171　　貸付金・基金等の増加

△1,582,679,184 1,582,679,184　　貸付金・基金等の減少

197,160197,160　資産評価差額

400,000400,000　無償所管換等

△160,212,297 －△160,212,297　その他

△449,094,267 61,074,192△388,020,075　本年度純資産変動額

75,181,217,503 △27,838,537,75647,342,679,747本年度末純資産残高

（単位：円）

科目
固定資産等形成分 余剰分（不足分）合計

一般会計等純資産変動計算書
自 令和2年04月01日

一般会計等

至 令和3年03月31日



【業務活動収支】                             －

　業務支出                 21,649,698,367

　　業務費用支出                  8,483,103,739

　　　人件費支出                  3,817,804,665

　　　物件費等支出                  4,430,447,928

　　　支払利息支出                    135,232,505

　　　その他の支出                     99,618,641

　　移転費用支出                 13,166,594,628

　　　補助金等支出                  8,090,410,829

　　　社会保障給付支出                  3,649,641,557

　　　他会計への繰出支出                  1,413,518,724

　　　その他の支出                     13,023,518

　業務収入                 22,885,925,039

　　税収等収入                 13,466,530,292

　　国県等補助金収入                  8,087,624,710

　　使用料及び手数料収入                    981,472,010

　　その他の収入                    350,298,027

　臨時支出                     35,596,333

　　災害復旧事業費支出                     35,596,333

　　その他の支出                             －

　臨時収入                     86,707,400

業務活動収支                  1,287,337,739

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                  3,931,265,789

　　公共施設等整備費支出                  2,306,811,156

　　基金積立金支出                  1,378,174,633

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                    246,280,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                  2,411,018,349

　　国県等補助金収入                    948,882,260

　　基金取崩収入                  1,007,899,692

　　貸付金元金回収収入                    341,244,771

　　資産売却収入                    112,991,626

　　その他の収入                             －

投資活動収支                △1,520,247,440

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                  2,299,041,723

　　地方債償還支出                  2,291,346,507

　　その他の支出                      7,695,216

　財務活動収入                  2,845,743,000

　　地方債発行収入                  2,845,743,000

　　その他の収入                             －

一般会計等資金収支計算書
自 令和2年04月01日

（単位：円）

一般会計等

至 令和3年03月31日

科目 金額



財務活動収支                    546,701,277

本年度資金収支額                    313,791,576

前年度末資金残高                    336,229,717

本年度末資金残高                    650,021,293

前年度末歳計外現金残高                    211,548,820

本年度歳計外現金増減額                     40,444,840

本年度末歳計外現金残高                    251,993,660

本年度末現金預金残高                    902,014,953

一般会計等資金収支計算書
自 令和2年04月01日

（単位：円）

一般会計等

至 令和3年03月31日

科目 金額



1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

 ①有形固定資産・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

②無形固定資産・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法  

① 満期保有目的有価証券・・・・・償却原価法（定額法）  

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・会計年度末における市場価格 （売却原価は移動平

均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））  

③ 出資金     

ア 市場価格のあるもの・・・・・会計年度末における市場価格 （売却原価は移動平

均法により算定）  

イ 市場価格のないもの・・・・・出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品（リース資産を除きます。）） 

・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物：６年～50 年（建物附属設備を含む） 

工作物：10 年～60 年 

物品：３年～15 年 

② 無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利、及びリース資産は除きま

す。）・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 



ソフトウェア：5 年 

③ リース資産 （リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリ

ース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法     

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法   

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金      

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

② 徴収不能引当金      

債権等（未収金、⾧期延滞債権、貸付金、⾧期貸付金）の不納欠損による損失に備え

るため、過去の不納欠損実績率による徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

職員の退職手当の支出に備えるため、本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職

者除きます。）が普通退職した場合の退職手当を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

職員の期末・勤勉手当（共済費を含む）の支出に備えるため、翌年度 6 月支給予定の

期末手当・勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額に見込額について、それぞれ

当会計年度の期間に対応する部分の金額を計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引    

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及び

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）      

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引      

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金（手元現金、要求

払預金）及び現金同等物（3 か月以内の短期投資のほか、出納整理期間中の取引により発

生する資金の受払を含む。）を、資金の範囲としています。 

 



(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準  

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合

に資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています 

② 資本的支出と修繕費の区分基準  

資本的支出と修繕費の区分基準については、総務省「資産評価及び固定資産評価の手

引き」40 に準じて処理を行っております。 

 

2 重要な会計方針の変更  

なし 

3 重要な後発事象  

なし 

 

4 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

なし 

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの  

なし 

(3) その他主要な偶発債務 

なし 

 

5 追加情報の注記 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 対象範囲（一般会計とすべての特別会計） 

  一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおり。 

   一般会計 

   奥屋内へき地出張診療所特別会計 

住宅新築資金等特別会計 

鉄道経営助成基金特別会計 

園芸作物価格安定事業特別会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異  

 差異はございません。 

③ 出納整理期間について 

 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

しています。 



④ 表示単位未満の取扱い  

 記載金額は、原則として千円未満を四捨五入し表示しており、合計が一致しない場合

があります 

⑤ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況  

実質赤字比率      なし 

 連結実質赤字比率   なし 

 実質公債費比率    10.1% 

 将来負担比率    84.1% 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

なし 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額  

繰越明許費（地方自治法第 213 条）          3,220,330 千円 

 事故繰越額（同 法第 220 条第 3 項）       なし 

 継続費の逓次繰越額（同法施行令第 145 条第 1 項） なし 

⑧ その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 過年度修正等に関する事項 

 なし 

 

(2)貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産に係る資産 

  事業用資産−土地（古津賀地区市有地）153,962 千円（貸借対照表簿価 112,870 千円） 

  令和３年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しております。 

 ② 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額  

なし 

 ③ 基金借入金（繰替運用）の内容  

  繰替運用はございません。 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額   21,926,017 千円 

 ⑤ 将来負担に関する情報（「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における将来

負担比率の算定要素） 

ア 標準財政規模 12,222,218 千円 

イ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,160,816 千円 

ウ 将来負担額 35,600,018 千円 

エ 充当可能基金額   5,171,704 千円 

オ 特定財源見込額 33,385 千円 

カ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 21,926,017 千円 



⑥ 自治法第２３４条の３に基づく⾧期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務

金額 

リース物件名称 未払金計上額 ⾧期未払金計上額 リース債務金額 

住民基本台帳ネットワ

ークシステム一式 
1,544 千円 4,119 千円 5,663 千円 

校務系パーソナルコン

ピュータ 
6,151 千円 15,377 千円 21,528 千円 

計 7,695 千円 19,4961 千円 27,191 千円 

(3) 行政コスト計算書に係る事項 

該当なし 

(4) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容  

① 固定資産等形成分  

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています 

 ② 余剰分（不足分）   

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています 

(5) 資金収支計算書に係る事項  

 ① 基礎的財政収支 272,598 千円 

② 既存の決算情報との関連性 

 
収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算額 27,338,861 千円 26,880,807 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 1,034,946 千円 1,034,946 千円 

歳入：繰越金/歳出：剰余金処分 △144,413 千円 -千円 

資金収支計算書 28,229,393 千円 27,915,602 千円 

①  資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支変動計算書 

 業務活動収支 1,287,338 千円 

 ア 投資活動収入の国県等補助金収入 948,882 千円 

 イ 減価償却費 △2,729,933 千円 

 ウ 徴収不能引当金増減額 △2,428 千円 

 エ 退職給付引当金増減額 164,503 千円 

 オ 賞与等引当金増減額 △9,822 千円 

  カ 固定資産除売却損益 △278 千円 

 キ その他 △113,334 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 △228,405 千円 

 



④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  一時借入金の限度額 ２,200,000 千円 

  一時借入金に係る利子額   28 千円 

 

⑤ 重要な非資金取引  

 なし 

 

 

連結財務書類 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有形固定資産・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価 

   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・再調達原価 

   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 ② 無形固定資産・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・再調達原価 

なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

また、地方公営企業法が適用される会計（水道事業会計、病院事業会計）については、

地方公営企業会計基準等に基づく評価によっています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法  

① 満期保有目的有価証券 

・・・・・償却原価法（定額法）  

 ② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの 

・・・・・会計年度末における市場価格(売却原価は移動平均法により算定） 

  イ 市場価格のないもの 

・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））  



 ③ 出資金     

  ア 市場価格のあるもの 

・・・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）  

  イ 市場価格のないもの・・・・・出資金額 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

 ① 原材料、商品等・・・・・移動平均法による原価法   

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品（リース資産を除きます。）） 

・・・・・定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

   建物：６年～50 年（建物附属設備を含む） 

   工作物：10 年～60 年 

   物品：３年～15 年 

  ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。 

 ② 無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利、及びリース資産は除きます。） 

・・・・・定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

   ソフトウェア：5 年 

③ リース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリー

ス料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

  ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法     

  イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金      

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金      

 債権等（未収金、⾧期延滞債権、貸付金、⾧期貸付金）の不納欠損による損失に備え

るため、過去の不納欠損実績率による徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

 職員の退職手当の支出に備えるため、本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職



者除きます。）が普通退職した場合の退職手当を計上しています。ただし、一部の連結対

象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ

き計上しています。  

④ 賞与等引当金 

 職員の期末・勤勉手当（共済費を含む）の支出に備えるため、翌年度 6 月支給予定の

期末手当・勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額に見込額について、それぞれ

本会計年度の期間に対応する部分の金額を計上しています。 

 

(6）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引    

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及び

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）      

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

  イ ア以外のファイナンス・リース取引      

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

③ オペレーティング・リース取引   

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金（手元現金、要求

払預金）及び現金同等物（3 か月以内の短期投資のほか、出納整理期間中の取引により発

生する資金の受払を含む。）を、資金の範囲としています。 

 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象団体につ

いては、税抜方式によっています。 

 

(9) 連結対象団体の決算日 

 決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団

体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な調整を行っています。 

 

(10)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  連結会計間の相殺消去 

連結会計間の出資金、繰入繰出金、負担金、補助金等及び債権債務額等を相殺消去

し表示しています。 

2 重要な会計方針の変更  なし 



3 重要な後発事象  なし 

 

4 偶発債務  

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況  なし 

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの  なし 

(3) その他主要な偶発債務  なし 

 

追加情報 

(1) 連結対象団体（会計) 

 

 連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

また、前年度まで法適用移行期間により連結除外した特別会計（※1）については、当年

度より地方公営企業法の財務規定が適用されているため連結対象としています。 

※1 下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計（※２）、簡易水道事業特別会計（※３） 

※２地方公営企業法の適用に伴い、下水道事業特別会計に統合 

※３地方公営企業法の適用に伴い、水道事業特別会計に統合 

四万十市（会計_全体・連結範囲）
会計/事業

奥屋内へき地出張診療所会計

住宅新築資金等特別会計

鉄道経営助成基金

園芸作物価格安定事業会計

国民健康保険会計事業勘定

国民健康保険会計診療施設勘定

後期高齢者医療会計

と畜場会計

幡多公設地方卸売市場事業会計

中央介護認定審査会会計

介護保険会計保険事業勘定

水道事業特別会計

病院事業特別会計

下水道事業特別会計

公財）四万十市体育協会 全部

公財）四万十市公園管理公社 全部

まちづくり四万十㈱ 全部

公財）四万十市西土佐農業公社 全部

㈱しまんと企画 全部

（公財）四万十川財団 全部

四万十市社会福祉協議会 全部

幡多広域市町村圏事務組合（一般会計） 比例 42.20%

幡多広域市町村圏事務組合（ふるさと市町村圏事業） 比例 31.07%

幡多広域市町村圏事務組合（滞納整理事業特別会計） 比例 34.00%

幡多中央環境施設組合 比例 76.09%

幡多中央消防組合 比例 69.89%

こうち人づくり広域連合 比例 3.83%

高知県市町村総合事務組合（消防補償等業務） 比例 7.65%

高知県後期高齢者広域連合 比例 4.23%

連結
方法

比例連結
割合

財務書類

連結

全体

一般会計等

公営事業会計

地方公営企業会計
（法適用）

第三セクター

一部事務組合



② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。 

③ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっ

ても業務 運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連

結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とな

らない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対

象としています。ただし、出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等

の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。 

 

(2) 出納整理期間 

 地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）にお

いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としています。 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設

けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の

受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い  

 記載金額は、原則として千円未満を四捨五入し表示しており、合計が一致しない場合

があります。 

 

(4)売却可能資産に係る資産 

  事業用資産−土地（古津賀地区市有地）153,962 千円（貸借対照表簿価 112,870 千円） 

  令和３年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しております。 

 

(5)その他連結財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 なし 


